
【研究成果】

　欧州の統合は冷戦終結後西欧から東欧に広がる一

方で、企業活動は益々グローバル化した活動を深化

させている。本研究の目的は、このような状況にあ

る欧州における企業の生産と流通活動について分析

することである。

　最近の多国籍企業の行動は在外子会社の世界的な

分業体制の細分化を進め、世界的な生産ネットワー

クを形成するようになっている。この結果、貿易取

引額がそのまま各国の所得形成に結びつかなくなっ

ている。この分業体制を把握するには付加価値取引

の分析が不可欠である。佐々木は、EU 産業の中核

を占めるドイツの貿易と直接投資活動を分析すると

ともに、ドイツの貿易を付加価値ベースで分析して、

最近のドイツ産業の輸出は中東欧からの中間財輸入

に依存する割合が高まっていることや中東欧との密

接な生産ネットワークが築かれていることを分析し

た。

　第２次大戦中から戦後過渡期にかけ、約８年もの

歳月をかけて生み出された多国間通商協定 GATT

は、WTO の設立でもって新たな段階に移行するか

に見えた。しかし、新自由主義的なルールに裏打ち

されたグローバリズムそしてそれを支えるべく誕生

した WTO は、２１世紀、とくに２００８年のリーマン・

ショックを契機とした世界経済・金融危機以降、大

きな試練に立たされている。国境を越え、それぞれ

の国民国家の持つ諸制度の統一化を進める下での自

由競争は、格差問題を深刻化させ、結果として、雇

用問題の解決のために自国優先主義への揺れ戻し現

象が先進諸国で顕著である。米英主導で打ち出され

た多国間主義がその両国によって否定されるという

皮肉な歴史的局面にわれわれは、直面している。

「GATT 型多国間主義」と「WTO 型多国間主義」の

相違を明確にし、GATT 型多国間主義の実際の展開

過程を跡付け、もって WTO への移行プロセスを明

確にしたうえで、WTO 型多国間主義の検討が急務

とされている。こうした問題意識を持ち、山本は、

本研究期間中、GATT 型多国間主義の枠組みが整備

完了する初期 GATT（戦後過渡期）に関する研究

（とくに欧州経済統合に対する GATT の法的整備）

に焦点を当てた。なお、研究の成果は２０１９年３月に

『多国間通商協定 GATT の誕生プロセス―戦後世界

貿易システム史研究―（増補改訂版）』としてミネ

ルヴァ書房から刊行される運びとなっている。

　村上は、欧州企業を例にして、欧州企業のどのよ

うな小売フォーマットが日本市場に適合するのか、

また逆に日本の小売フォーマットのうちどのような

ものが欧州市場において適応していくのかについて

実態を調査しながら、モデル構築を試みた。

　経済統合の進展とともに、特定の産業が発展する

地域と衰退する地域に二極化し、地域間格差が拡大

するのは一般的なメカニズムであるが、松永は、EU

の場合、この二極化が顕著に現れたことを EU 各地

域のデータに基づいて分析した。EU では、一人あ

たり GDP、労働生産性、失業率などの地域格差は非

常に大きく、また中東欧諸国は全体的に低水準であ

るものの徐々に全域との格差が縮小する一方で、西

欧や南欧では二極化が強まっていた。EU では、域

内市場統合が完成し、人・モノ・サービスの移動の

自由化と各種の制度的障壁が撤廃されたことにより、

二極化のメカニズムが強く働き、賃金水準格差が大

きい中東欧諸国の加盟はそれをいっそう強めた。ま

たユーロ圏では、ユーロの対外価値の水準によって、

製造業の競争力がさらに強まる地域と低下する地域

に分裂した。ユーロ導入後は自国通貨の相場変動に

よる調整が作用しえないためこの分裂が持続する。
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この結果発生する失業の増大は、労働力移動によっ

て緩和されうるが、国境を超えた労働力移動は、一

部の東欧諸国からイギリスへの流入などを除くと、

それほど顕著ではないことも明らかになった。

　石坂は、国際物流についての研究を行った。国際

物流においては海上輸送が９割以上を占めており、

物流に係わる全ての関係者が海運運賃から影響を受

けている。とりわけ欧州各国企業は、海運サービス

のユーザーとしてだけではなく、サービス提供者と

しての位置も占めており、実務・学術両面からの運

賃研究の蓄積がある。過去のデータから海運運賃は

変動が比較的大きく、そのリスク管理に関心が寄せ

ら れ て き た。１９９０年 代 に 入 り、Forward Freight 

Agreement（FFA）と呼ばれる海運運賃の先渡し取引

が登場し、リスク管理の一手段として取引量増加の

一途を辿っている。FFA の利用者は、海運関係者だ

けではなく、商社や金融機関もそれぞれ２割以上存

在している。上記研究では、一定のデータ分析を行っ

た。結果として、特にリーマンショック前後で海運

市場参加者のリスクへの態度が変容し、また市場構

造そのものも変化したことが分かった。

　杉本の研究は流通にかかわるモデルについて、

ヨーロッパをはじめとするデータでテストしたもの

である。OECD が公表する Structural and Demographic 

Business Statistics （SDBS）を用いて、２００３～２００７年

の２２カ国を分析した（杉本２０１８）。この結果、小規

模小売企業の店舗密度が高くなるのは、小規模小売

企業の規模が小さく、大規模小売企業の規模が大き

く、卸売企業の規模が大きいときだった。小規模零

細な小売業が多数存在するのは、取引先卸がサポー

トしてくれる人的資源が豊富にあるときだといえる。

従来、こうした指摘は日本をはじめ、卸売業者が存

在し、活躍する例外的な国や経済に限定されていた。

これに対し、ヨーロッパと南米の国家レベルデータ

を用いた本研究は、卸売業者が小売市場にもたらす

影響が日本に限定されないことを示唆する。

　二宮は、欧米の酒類流通についての調査を参考に

して比較しながら、日本の酒類流通システムについ

て長期歴史分析をおこなった。一方で、国際学会

（Enometrics, Beeronomics）で報告をおこない、日本

のクラフトビールについて、酒税がいかに生産者の

経営行動に影響を与えるかについて分析を進め、英

語書籍の一章を担当した。酒類産業はもともと伝統

的製法を軸に形成されてきたが、近代化を推進する

中で、大量生産体制を構築し、商品を標準化し大規

模化した企業も存在する。流通段階で伝統的製法を

保持した中小企業の商品と、大企業の標準化された

商品が混在し、価格競争が激化している。また分析

対象を拡大し、ブランド構築や原産地呼称制度との

関連の考察を続けている。

　上記のように、本研究の担当者は、各自の視点か

ら欧州における国際生産と流通に接近しようとして

きた。本研究では一定の成果をあげることができた

が、まだまだ十分なものではない。今後もまた別の

視角から、欧州の経済問題に接近してみたい。

【研究業績】

松永達「EU における産業集積と地域間格差―「同

盟の地域的結束」は実現できるのか」

嶋田巧ほか編著『危機の中の EU 経済統合』、文

眞堂、７３�８８ページ、２０１８年３月３１日

Ishizaka, M., Tezuka, K., Ishii, M., 2018, ‘Evaluation of 

Risk Attitude in the Shipping Freight Markets under 

Uncertainty,’ Maritime Policy & Management, pub- 

lished online, https:/ /doi.org/10.1080/03088839.

2018.1463107

杉本宏幸、第６章　卸と小売の共存関係　その変化、

中西正雄・石淵順也・井上哲浩・鶴坂貴恵編著

『小売マーケティング研究のニューフロンティ

ア』、関西学院大学出版会、２０１７年、pp.177-196

杉本宏幸、卸売業者の規模と小売構造、（福岡大学）

商学論叢, 第６２巻第３号、pp.341-380、２０１８年３

月

杉本宏幸、飲食料品業界の小売粗マージン率と卸売

活動効率、（福岡大学）商学論叢、第６１巻第４

号、２０１７年３月、pp.219-244.

杉本宏幸、卸売生産性と小規模小売店舗密度の分析、

（福岡大学）商学論叢、第６０巻第３号、２０１６年

３月、pp.479-499.

二宮麻里（２０１６）『酒類流通システムのダイナミズ

ム』有斐閣 , 総頁数２１３頁。

Ninomiya, Mari and Makiko Omura（2018）‘Government 
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Garavaglia, C. & Swinnen, J.（Eds.）, Economic 
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Perspectives on Craft Beer : A Revolution in the 

Global Beer Industry, pp. 425-455 , Palgrave 

Macmillan.

二宮麻里・�満久（２０１８）「野菜消費市場を創る小

売・サービス（その１）」『流通情報』（流通経

済研究所）５３１号、４６-５６頁。

二宮麻里・�満久（２０１８）「野菜消費市場を創る小

売・サービス（その２）」『流通情報』（流通経

済研究所）５３３号、６７-７６頁。
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研究成果

　本研究は、近時の判例を中心として、法の新しい

潮流を探るものである。研究員は各自、自らの専門

分野の中で注目すべき判例等を選択し、判例研究等

を行った。参加した研究員の専門分野は、地方自治

法、民法、民事訴訟法、刑事訴訟法、行政法、会社

法、保険法などであり、その成果物については、研

究業績において記している。

　以下、主な成果物の内容につき、簡単に触れる。

　村上（２０１７）は、消防行政に係る情報開示請求に

おいて問題となった事例の中から、①火災調査報告

書に係る情報の個人識別情報該当性、②立入検査報

告書に係る情報の事務事業情報該当性、③救急搬送

記録に係る情報の弁護士会照会への回答の適否の３

点が争点となった事例を素材として、判例や情報公

開審査会の答申事例を参考に、消防行政における情

報政策のあり方について検討したものである。

　山下（２０１５）は、最高裁で初めて廃棄物処理施設

の周辺住民に原告適格を認めた判決を分析し、同

（２０１７）は、都市計画法が規定する「公共施設の管

理者の同意」の法的性質と争訟形態を論じた論説で

ある。

　平江（２０１７）は、近時注目されている GPS を用い

た捜査に関する最高裁判決につき、それまでの下級

審判決や学説を検討した上で、その意義や射程範囲

について論じている。

　雨宮（２０１７）は、いずれも、標題の案件につき、

事案概要と裁判所判断を確認した上で判決の意義と

課題について、改正民法との関係も踏まえ検討して

いる。

　石松（２０１６①）は、政府に対する保障請求権の消

滅時効に関する最高裁判決について分析し、同（２０１６

②）は、民法１５８条２項が直接妥当し得ない場面で

その制度趣旨から類推適用を肯定的に解した最高裁

判決を批判的に検討したものである。また、同（２０１７）

は近時問題となっている継続的金銭消費貸借取引の

一つの局面である、貸金業者による支払請求と債務

者側からの消滅時効の援用の問題について総合判例

研究を行っている。

　井上（２０１５）は、持分会社が米国の Limited Liability 

Company ほどには普及していない原因として、標題

の最高裁判決が合資会社の定款規定を軽視している

ことによる法的不安定性を指摘し、米国のパートナー

シップ等で用いられている会計手法による公正な分

配の必要性を説くものである。

　佐野（２０１６）は、自動運転の自動車の普及に不可

欠なノーフォルト自動車保険につき、わが国で初め

て網羅的な研究を行った著書であり、福岡大学学位

論文出版助成を得、同書により福岡大学より法学博

士の学位が授与されている。

研究業績

村上英明「消防行政における情報公開および個人情

報保護―情報開示請求に係る事案の考察―」福

岡大学法学論叢６２巻１号、pp129-251、２０１７年

雨宮　啓「建物賃料減額確認請求訴訟（前訴）の口

頭弁論終結前に行使した同建物賃料増額請求権

に基づく建物賃料増額確認請求訴訟（後訴）で

の賃料増額主張は前訴確定判決の既判力に抵触

するか（最判平成２６年９月２５日民集６８巻７号６６１

頁）」福岡大学法学論叢第６１巻第４号、pp 1417- 

1445、２０１７年
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雨宮　啓「債権譲渡を取り消す詐害行為取消訴訟の

判決確定後に当該訴訟の勝訴原告たる債権者が

債権者代位訴訟を提起した事案に関する研究

（東京地判平成２７年３月３日判例タイムズ１４１８

号２４５頁）」福岡大学法学論叢第６２巻第２号、pp

495-528、２０１７年

石松　勉「消滅時効の起算点�―政府の保障事業に

対する請求権（最判平成８年３月５日）」（森蔦

昭夫監、新美・加藤編『実務精選１００　交通事

故判例解説』Ⅷ消滅時効）pp196-197、第一法規

（東京）、２０１７年

石松　勉「時効の停止に関する民法１５８条２項の類

推適用問題―最高裁平成２６年３月１４日第二小法

廷判決・民集６８巻３号２２９頁―」福岡大学法学

論叢６１巻１＝２号、pp303-347、２０１６年①

石松　勉「継続的な金銭消費貸借取引における債務

者からの貸金業者に対する消滅時効の援用と信

義則」福岡大学法学論叢６１巻１＝２号、pp 349- 

377、２０１６年②

小川富之「１００日面会交流事件（最二小決平成２９年

７月１２日〔上告不受理〕・東京高判平成２９年１

月２６日判時２３２５号７８頁）」末川民事法研究会２０１８

年２月例会（２０１８年２月２５日）報告、「末川民

事法研究」掲載予定、２０１８年

佐野　誠「復活時告知義務違反と生命保険募集人に

よる不告知教唆―東京地判平成２７年９月１０日」

保険事例研究会レポート３０３号、pp11-20、２０１７

年

佐野　誠「保険契約に付帯できる特約についての損

害保険代理店の説明義務―東京地判平成２７年１２

月２２日」損害保険研究７９巻３号、pp199-219、２０１７

年

佐野　誠『ノーフォルト自動車保険論』福岡大学学

位論文出版助成、保険毎日新聞社（東京）、２０１６年

山下義昭「産業廃棄物の最終処分場の周辺住民が産

業廃棄物処分業及び特別管理産業廃棄物処分業

の許可処分の無効確認訴訟並びに各処分業の許

可更新処分の取消訴訟等の原告適格を有すると

された事例［最高裁第三小法廷平成２６.７.２９判決］」

判例評論６８１号、pp153-158、２０１５年

山下義昭「公共施設管理者の同意に関する一考察」

福岡大学法学論叢第６１巻第４号、pp1367-91、２０１７

年

山口幸雄「就業規則に定められた賃金や退職金に関

する労働条件の変更についての労働者の同意の

判断方法［最高裁第二小法廷平成２８.２.１９判決］」

福岡大学法学論叢第６１巻第１・２号、pp 403- 

429、２０１６年

山口幸雄「控除の主観的範囲」「控除の時的範囲�

確定分控除説」（森蔦昭夫監、新美・加藤編『実
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研究成果

１．SBA-16 シリカの球形細孔中に閉じ込めた低温

水の中性子スピンエコー研究

　多孔質シリカ SBA-16 中に閉じ込めた重水（D2 O）

と軽水（H2O）のダイナミクスを 210-290 K に渡り

中性子スピンエコー測定で研究した。SBA-16 は主

に球状細孔（細孔径 7.1 nm）、細孔を結ぶチャネル孔、

ミクロ孔をもつ。SBA-16 中に毛管凝縮状態で吸着

させた D2O の干渉性中間散乱関数は測定温度領域で

は並進拡散をせず回転運度が支配的であることを示

した。これは細孔中で D2O 分子が水素結合により集

団的運動をすることを示唆している。D2O 集団の滞

在時間は Vogel-Fulcher-Tammann 式に従い、細孔中

で Fragile な挙動をしている。一方、SBA-16 中のH2O

の非干渉性中間散乱関数は個々の H2O 分子の並進運

動を示した。ミクロ孔中の水は測定温度領域では不

凍水であった。SBA-16 中の3種類の水の相変化をダ

イナミクスの観点から議論した。

２．規則性有機シリカ中に閉じ込めた低温水の構造

とダイナミクス

　両親媒性界面をもつ（Phenylene-bridged Periodic 

Mesoporous Organosilica）Ph-PMO C10 を合成した。

合成された Ph-PMO の細孔径は 20 Å、比表面積は

638 m2/g、細孔容積は 0.340 cm3/g である。Ph-PMO

細孔中に閉じ込められた低温水の構造とダイナミ

クスを 295～210 K 範囲でＸ線回折と準弾性中性子

散乱測定により明らかにした。Ph-PMO 細孔中では、

210 K 以下では水の第二近傍酸素原子―酸素原子間

距離を示す4.1と 4.7 Å 付近のピークが明瞭に現れて

構造変化が起こることを確認した。同じ温度範囲に

おける MCM-41 の滞在時間の活性化エネルギー Ea

と比較すると、PMO 中の水の Ea がより小さい値を

示した。細孔界面の疎水性が増加すると水分子は動

きやすくなることを示している。水の滞在時間にお

いて 220 K 辺りに非 Arrhenius 型から Arrhenius 型へ

の動的クロスオーバーを確認した。

３．PEG 修飾されたメソポーラスシリカナノ粒子の

合成と生体分析へ応用

　メソポーラスシリカナノ粒子（MSN）は調節可能

な粒子サイズと細孔径、安定な骨格、広い表面積や

大きな細孔容積、物理学的安定性を持ち、多機能化

が容易であり、かつ生体適合性に優れている。した

がって、MSN の生物学的な分野に対する応用研究

は、ドラッグデリバリー、センサー、触媒として非

常に注目されている。本研究では、MSN 粒子の分散

性を高めるために MSN 表面にポリエチレングリコー

ル分子を修飾した MSN-PEG を合成した。あらかじ

め生体細胞内に生体分子モデルとして蛍光色素を導

入しておき、空の MSN-PEG を細胞内に導入して、

その蛍光色素を MSN-PEG 細孔に取り込ませること

に成功した。MSN-PEG のもつ機能は細胞内の新し

い生体分析法を確立することが期待できる。

４．ナノ空間に閉じ込められた水やグリシン溶液の

構造

　高速液体クロマトグラフィーを始めとする細孔特

性を利用した分離精製技術は化学・工学・薬学等の

分析分野で広く応用されている。カラム内の制限空

間においては、閉じ込め効果や細孔壁との相互作用

により溶液分子の挙動は複雑である。本研究では、

ナノ空間内での溶液挙動を明らかにするために、Ｘ

線・中性子散乱を利用してメソ細孔物質（MCM-41）

やナノチャンネル中の溶液の構造やダイナミクスを

明らかした。
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　�　拡張ナノ空間（数百nm の大きさを持つ）で

の化学反応は次世代ナノ技術として期待されている

が、拡張ナノ空間の体積は約 1 pL と非常に小さい

ため、空間内の水のミクロ構造は明らかにされてい

なかった。本研究では、超精密ナノ材料加工技術

によりナノチャンネル基板を 2.7 µm にまで薄くし、

SPring-8 の高強度な放射光を利用することによりナ

ノ空間の水の動径分布関数を明らかにした。この手

法は細胞内外の水の挙動など、空間に閉じ込められ

た微量な水の性質の解明への応用が期待できる。

　�　グリシンは最も単純な生体分子で、pH によ

り電荷状態が変化する。電荷状態の変化によるグリ

シンの細孔内挙動を明らかにするために、MCM-41

細孔内のグリシン溶液の X 線回折・中性子準弾性散

乱を測定した。pH＝5 におけるグリシン分子はシラ

ノール基と相互作用して細孔表面近傍に位置してお

り、pH＝2 では、シラノール基はグリシン分子より

も水分子と結合しやすく、グリシン分子は細孔内に

均一に存在していることを明らかにした。以上の結

果により、生体分子のカラム分離機構に関する基礎

的な知見を提供した。

５．イオン液体により形成されたナノ空間内のタン

パク質の挙動

　イオン液体は工業化学分野のみならず、生物化学

分野でも注目されている溶媒であり、その水との混

合状態では、ナノスケールの不均一構造が出現する

ことが知られている。イオン液体と水の混合溶液に

おいて、タンパク質は水ドメインによりよく溶解し、

ナノ空間に閉じ込められた状態にある。本研究では、

アルキルアンモニウム系イオン液体を用いて、リボ

ヌクレアーゼＡの構造安定性および �ラクトグロブ

リンの熱変性に対するイオン液体の添加効果につい

て、Ｘ線小角散乱ならびに示差走査熱量測定を用い

て調べた。アルキル鎖の長いイオン液体を添加する

と、アルコールと同様にタンパク質の二次構造が強

化されるが、アルコールの場合とは異なり、熱変性

に可逆性が見られた。この原因として、タンパク質

が溶媒中の水ドメイン内に閉じ込められているため、

異なるドメイン内のタンパク質と会合できないため

と考察した。本研究は、生体内での込み合い環境

（分子クラウディング）でのタンパク質の安定性を

議論する上で基礎的な知見を提供した。
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研究成果

【背景と目的】

　本研究の主要課題は、製材工場の施設内装置、輸

送や搬入作業時に火花などによる爆発事故が発生し

た。今回研究対象とした木質ペレットとは、製材残

材を原料とし、加熱圧縮し木材中のリグニン等の熱

融解を利用し固めているため、接着剤を使用してい

ない。このため、輸送中などに崩壊ダストが発生し

舞う可能性がある。トレファクション（torrefaction）

とは、半炭化処理であり、疎水性の向上や単位質量

当たりの発熱量の増加などの利点がある。本研究で

は、トレファクション木質ペレットを用いて爆発下

限濃度（MEC）と最小着火エネルギー（MIE）並び

に粉体特性値を測定し、粉じん爆発危険性を評価し

た。

【研究結果】

［Ⅰ］試料特性

Table 1 に製造したトレファクションペレットの高

位発熱量と元素分析ならびに熱分解開始温度を示す。

高位発熱量は約２％増加し、Ｈ含有率は約０.６％減少、

そして分解開始温度は２４℃高温側に移行した。これ

はトレファクション処理により熱分解が起こり、ペ

レットの炭化が進行したためと考えられる。

［Ⅱ］トレファクションペレット崩壊率

Fig.  1 に耐久性試験によって発生したダスト量を

示す。崩壊ダスト発生率はトレファクション時間と

ともに増加し、崩壊しやすい傾向があった。
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Table 1　Physicochemical characteristics of torrefied pellet dust

Decomposition

temperature

［℃］

N

［wt％］

H

［wt％］

C

［wt％］

Calorific

value

［MJ/kg］

2500.176.2950.3519.8230℃-0min

2600.066.0249.8220.2230℃-30min

2650.095.7949.9320.3230℃-90min

2740.115.6648.2620.2230℃-120min

Fig. 1　Dust generation from wood pellets by using rotary 

durability apparatus

Fig. 2　MEC and MIE of wood pellet dust（75-105 µm）at

various torrefied time



［Ⅲ］MEC 及び MIE

Fig.   2 にトレファクション時間に対する MEC と

MIE の変動を示す。２５分処理は０～１５分処理の MEC

より低下し、危険側に移行した。そのとき MIE は上

昇し、着火エネルギーの面では安全側に移行した。

さらに、３０分～１２０分では MEC が徐々に低下した。

このようにトレファクション処理時間によって MEC

と MIE は複雑な挙動をとることが分かった。

［Ⅳ］粉体特性

Fig. 3 にトレファクションペレットダスト（75-105

µm）の紛体特性を示す。流動性（Flowability）は処

理時間と共に増加し、飛散しやすくなり、粉じん雲

が形成されやすくなった。これは、Table 1 の分解開

始温度の結果からもペレットが炭化により粘着性が

低下し、MEC の低下を増長していると考えられる。

【結言】

トレファクション時間の増加に伴い、MEC は低下

（危険側に作用）、MIE は上昇（安全側に作用）の変

化が見られた。
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Fig. 3　Floodability and flowability index of wood pellet dust

（75-105µm）at various torrrfied time


